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税務行政への活用






る GCC（湾岸協力理事会）（2）は，VAT の導入とそのための GCC 加盟国共通の法的枠組み
を形成している（3）。このうち，サウジアラビアとアラブ首長国連邦では 2018 年 1 月 1 日，
バーレーンでは 2019 年 1 月 1 日から，実際に VAT が導入されている。他の加盟国は政
治的，経済的又は技術的事情等により，導入が遅れているようである。
　VAT や消費税の制度設計に当たっては，EU における経験に学ぶところが多いことは
論を俟たない。逋脱対策もその 1 つである。この点に関して，ボストン大学の Ainsworth
らは，EU における VAT 逋脱及びその対策の議論を踏まえて，GCC に対して，テクノロ
ジーを駆使した VAT 逋脱対策の採用を提案してきた。提案の骨格を形成しているのは，
政府によって発行され，VAT の支払のためにのみ使用される暗号通貨（cryptocurrecy）




（1） 2018 年 1 月 1 日付日本経済新聞朝刊「サウジと UAE，付加価値税導入 人口増 変わる『無税国家』」参照。
SeeMarkLindley,VAT Implementation Challenges in the GCC,26Int’lTaxRev.52-53（2016）;Thomas
Vanhee&MisferAldheem,The Challenges of Drafting Tax Legistlation and Implementing a VAT in the 
GCC,88TaxNotesInt’l589（2017）.
（2） GCC は，1980 年にアンマンで開催されたアラブ・サミットでのジャービル・クウェート首長の提案を受け，
翌 1981 年に上記 6 か国によって設立された。本部（事務局）はサウジアラビアの首都リヤドに所在する。




 以下，参照するホームページアドレスの最終閲覧日はいずれも 2019 年 1 月 10 日である。




千葉商大論叢　第 56 巻　第 3 号（2019 年 3 月）pp. 101-122
スケースを提示する。DICE（DigitalInvoiceCustomsExchange）（5）とともに VATCoin を
採用するならば，GCC は，かつてないほどに財政効率がよく，技術面において先進的な



















（4） SeeRichardT.Ainsworthetal.,VATCoin: The GCC’s Cryptotaxcurrency,BostonUniv.SchoolofLaw,Law
andEconomicsWorkingPaperNo.17-04（2017）［hereinafterVATCoin］,available athttps://www.bu.edu/
law/files/2017/03/GCC-VATCoin.pdf;RichardT.Ainsworth&MusaadAlwohaibi,Blockchain, Bitcoin, and 
VAT in the GCC: The Missing Trader Example,BostonUniv.SchoolofLaw,LawandEconomicsWorking
PaperNo.17 - 05（2017）［hereinafterBlockchain］ ,available athttps://www.bu.edu/law/files/ 2017 / 03 /
BLOCKCHAIN-BITCOIN-VAT-in-the-GCC.pdf.
 本稿の VATCoin 構想に関する記述は両文献によるところが大きい。
（5） DICE については，SeealsoRichardT.Ainsworth&GoranTodorov,Stopping VAT Fraud with DICE–
Digital Invoice Customs Exchange,72TaxNotes Int’l637（2013）;RichardT.Ainsworth,Phishing and 
VAT Fraud in CO2 Permits: The Digital Invoice Customs Exchange Solution,77TaxNotesint’l357-367
（2015）.また，後者の論文を紹介している沼田博幸「海外論文紹介　VAT 逋脱の動向とその対応策」租税
研究 790 号 427 頁以下も参照。
（6） AinsworthonVATCoin, supranote（4）,at1. 実際に，GCC 諸国がそれぞれ導入した又は導入予定の VAT
において，Ainsworth らの提案が採用ないし検討されたのかという点については，別途の検証を要する。参
考として，SeeRichardT.Ainsworth&MusaadAlwohaibi, The First Real-time Blockchain VAT: GCC 




（7） 国税庁 HP 参照。https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2017/syouraizou/pdf/smart.pdf
 その後の取組状況については，国税庁「『税務行政の将来像』に関する最近の取組状況」（2018 年 6 月）を参照。
 https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2017/syouraizou/pdf/syouraizo_3006.pdf
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　なお，VATCoin 構想には，税関における国境税調整がない EU 域内取引のような GCC







　仕向地主義の VAT は，事業者が（買い手から受領した）VAT を納めずに行方をくら
ます消失事業者逋脱（missingtrader fraud）（11）の危険にさらされやすい。このような
（8） 佐藤英明「情報通信技術の進展と税務行政―沿革と現状」論究ジュリ 26 号 68 頁。この点は，中里実＝石黒
一憲編著『電子社会と法システム』72 頁〔増井良啓〕，94～95 頁〔中里実〕（新世社 2002）なども参照。
（9） GCCと同様に，ＥＵに対してもVATCoin の採用を提案する Ainsworthらの論稿として，Seee.g.,RichardT.
Ainsworthetal.,A VATCoin Proposal Following on the 2017 EU VAT Proposals - MTIC, VATCoin, and 
BLOCKCHAIN,BostonUniversitySchoolofLaw,LawandEconomicsSeriesPaperNo.18 - 09 , 6（2017）
［hereinafterAVATCoinProposal］,available athttps://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=3151465;

















　VATCoin 構想は GCC の全加盟国が 2 つの法的ルールを導入することを求める。1 つは
通貨に関するもので，いま 1 つは税に関するものである。
通貨に関する法的ルール








・仕入に伴い支払った VATCoin 及び売上に伴い受領した VATCoin は，リアルタイ
ムでその正当性が検証され，ブロックチェーンに追加される。
・待機期間（当該取引に係る VATCoin がブロックチェーンに追加された後に 6 個の
ブロックがチェーンに追加されるまでの間）経過後，スマートコントラクトは，事





　VATCoin は Bitcoin のような暗号通貨である。デジタル通貨であって，物理的に存在
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VATCoin は投機的な通貨ではない。Bitcoinとは異なり，VATCoin の価格は常に自国通
貨に固定されている。VATCoin 構想において，事業者と税務当局との間又は事業者間に
おける VAT の支払は VATCoin でのみ行われる。事業者間における VAT の移転は
VATCoin でのみ行われ，事業者が VAT を現実の通貨で保有することはない。
　VATCoin は GCC のコンピューターセンターで集中的に「鋳造され」（“minted”）る。








れる。ブロックチェーンは Bitcoin の基盤技術である。VATCoin は Bitcoin をモデルとす
る。1 時間に約 6 回，新しい取引グループ（ブロック）が作成される。ブロックはブロッ
クチェーンを構成するチェーンに追加される。各ブロックには前のブロックの暗号化ハッ











































　GCC が DICE ブ ロ ッ ク チ ェ ー ン と と も に VATCoin を 実 装 す る な ら ば，DICE と
VATCoin という，それぞれのオペレーションの結果を相互に補完しあう 2 つの相互運用
可能なブロックチェーンが存在することになる。
Ⅲ　整理と考察
　VATCoin 構想について，（1）VAT 逋脱耐性，（2）VAT のリアルタイム還付，（3）コ
ンピューターコードの法化現象，（4）サイバー攻撃耐性という 4 つの観点から整理及び考
察を行う。以下，1 では，Ainsworth らの見解を参考として 4 つの観点から VATCoin 構
想を整理し（17），2 では筆者において若干の考察を加える。
（15） VATCoin は，Bitcoin が採用する電力コストの高いコンセンサスアルゴリズム（取引の正当性の判断に係る
合意形成の方法）である ProofofWork ではなく，それよりはるかにコストのかからないもので，政府関係
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1　4つの観点からの整理
（1）VAT逋脱耐性
　VATCoin は Bitcoin のようなものである。VATCoin は，物理的に存在する通貨ではな
く，クラウド上に存在するデジタル通貨にすぎない。VATCoin はすべてクラウド上の各
アカウントに保管される。
　VATCoin 構想において，事業者と税務当局との間又は事業者間における VAT の支払
は VATCoin でのみ行われる。事業者が，現実の通貨で VAT を支払ったり，保有したり
することはない。事業者の手元に VAT はないのであるから，事業者が買い手から受領し
た VAT を納付せずに行方をくらますような事態は起きない。

































































動向調査）報告書」60～63 頁（2016 年 3 月）（経済産業省 HP 参照。http://www.meti.go.jp/press/2016/04/
20160428003/20160428003-2.pdf），鳥谷部昭寛ほか『スマートコントラクト本格入門』（技術評論社 2017），
小出篤「『分散型台帳』の法的問題・序論―『ブロックチェーン』を契機として」黒沼悦郎＝藤田友敬編『企
業法の進路』839 頁以下（有斐閣 2017），木下信行「スマートコントラクトについて」NBL1110 号 4 頁以下，
倉橋雄作「スマートコントラクトの法的分析と実務対応」NBL1125 号 86 頁以下，ブロックチェーンに関す
















































































チ ェ ー ン　暗 号 通 貨 を 支 え る 技 術』2 ～ 3 頁（NTT 出 版 2016） 参 照。See alsoAndreasSherborne,
Blockchain, Smart Contracts and Lawyers,InternationalBarAssociation（2017）,available athttps://www.
ibanet.org/Document/Default.aspx?DocumentUid=17BADEAA-072A-403B-B63C-8FBD985D198B.
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　上記 1（1）について，VATCoin構想では，VATCoin と DICE が AI と連携して潜在
的な逋脱を解決することが期待されている。税務当局は，VATCoinのブロックチェーン



























技術面からの一検討」NBL1100 号 25 頁以下参照。現在主流の AI は，要するに統計的に推測して解答を得
るものであるから，いくら正解確率が高かったとしても，論理的になぜそれが正確なのかということを直ち
に示す仕組みにまでなっていないが，法的な分野では，まさにその理由付けこそが要であるとする見解とし


































（26） 参考として，山本龍彦「AI と個人の尊重」福田雅樹ほか編『AI がつなげる社会』（弘文堂 2017），同「ロボッ
ト・AI は人間の尊厳を奪うか？」弥永真生＝宍戸常寿編『ロボット・AI と法』79 頁以下（有斐閣 2018），
同「AI と個人の尊重，プライバシー」同編『AI と憲法』（日本経済新聞出版社 2018），キャシー・オニール
〔久保尚子訳〕『あなたを支配し，社会を破壊する，AI・ビッグデータ』（インターシフト 2018）など参照。
（27） VATCoin 構想において，事業者や消費者は，モバイル機器にコンプライアンスのための無料のアプリケー











　上記 1（4）では，盗まれた VATCoin の取引レコードはすぐに明らかになり，盗まれ


















　VATCoin のブロックチェーンは Bitcoin をモデルとする。VATCoin の取引はそれが正
当なものであると承認されない限り，ブロックチェーンに連なることはできないところ，
正当なものであると承認された取引は，ブロックに集約され，暗号化され，約 10 分ごとに，
チェーン上の次のブロックにつなげられるものとされている（上記Ⅱの 2 及び 4 参照）。
　ここでは，Bitcoin のブロックチェーンは中央管理者が存在せず，ネットワークへの参
加が自由なパブリック型であるが，VATCoin はプライベート型（クローズド型）である































　VATCoin 構想は，事業者と税務当局との間又は事業者間における VAT の支払を













税制上の留意点」松嶋隆弘＝渡邊涼介編『これ 1 冊でわかる！仮想通貨をめぐる法律・税務・会計』28 頁以
下（ぎょうせい 2018）参照。
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ムの例を挙げて考えてみたい。
　図 1 の例では，内国法人 2 社（A 社及び B 社）はいずれも課税売上割合 100% の課税
事業者であること及び輸送や価格操作等が容易な資産（例えば DVD 等の情報記録媒体）
を取引することを前提とする（33）。図 1 のような形で，日本においても，内国法人（B 社）が，
無申告法人（A 社）から課税仕入れを行い又は行ったことを装い，かつ，輸出免税の適用
を受けるなどして，仕入れに係る消費税の還付を受けるという消費税の不正還付スキーム
を想定しうる。外国法人 C 社及び D 社に係るものを含むすべての取引が架空又はペーパー
上のものである，あるいは一連の取引が循環的に繰り返されることも考えられよう。






　これに対して，図 1 において，A 社が無申告となり，売上に係る消費税を納付せず，
VATCoin 構想で想定されていたように，B 社から受領した消費税（に対応する税額）を
納付せずに行方不明になるような場合には，図 2 では一巡していた消費税が A 社の手元











　消費税の支払手段として VATCoin（のような暗号通貨）を導入した場合には図 4 のよ
うになる。実線は現金の動き，点線は VATCoin の動きを表している。B 社は，国から
VATCoin を購入し，その代金を現金で支払い，VATCoin の発行を受け，A 社に対して
仕入れに係る消費税を VATCoin で支払い，後に，国から消費税の還付を受ける（この際，
AI によるリスク分析が行われる）。国は，B 社から VATCoin の購入代金の支払を受け，
その後，B 社からの還付申告に応じて消費税を現金で還付する。A 社は，B 社から売上に
係る消費税を VATCoin で受領し，国に VATCoin で納付する。これまでの議論を前提と
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ろうか。DICE と AI の協働により，不正取引として感知され，不正に取得した VATCoin


















（34） 国税庁「第 66 回　事務年報〔平成 28 年度〕」40 頁。この事例を紹介する文献として，芹澤光春「重点調査
⑤～消費税」税理 62 巻 1 号 51 頁以下がある。なお，輸出免税及び対応する課税仕入れがともに架空であっ
た告発事例の紹介として，国税庁「第 64 回　事務年報〔平成 26 年度〕」38 頁，同「第 65 回　事務年報〔平
成 27 年度〕」38 頁参照。
（35） 参考になる議論として，青山慶二＝栗原正明＝増井良啓「新春座談会　21 世紀初頭の国際課税を語る」租税
研究 808 号 27～29 頁参照。
―117―
泉　絢也：テクノロジー（暗号通貨・ブロックチェーン・人工知能）の税務行政への活用













　VATCoin 構想は，消失事業者逋脱のような VAT 逋脱は事業者の手元に VAT（売上に
係る VAT に対応する現実の通貨）が存在することに遠因があるという着想を出発点とす




















for Transparent Beneficial Ownership Registers,28Int’lTaxRev.47-50（2017）;The Global Tax 50: The 
Leaders Creating an Impact around the World,28Int’lTaxRev.28（2018）.
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JaniMartikainen,Data Mining in Tax Administration-Using Analytics to Enhance Tax Compliance, 
AALTO Univ. School of Economics Master’s thesis （2012）,available athttps://aaltodoc.aalto.fi/bitstream/
handle/123456789/7398/hse_ethesis_13054.pdf?sequence=1&isAllowed=y. なお，VAT 逋脱対策としてデー
タマイニングに着目する文献をしばしば目にする。See e.g.,NanaAmaSarfo, Follow the Leader:Tax 





Jenner,Blockchain: The Digital Tax Function’s Leading-Edge Technology,88TaxNotesInt’l1087,1089
（2017）;CarrieB.Elliot,Digital Technology and Tax-Related Tipping Points to Watch For in 2018,88Tax
Notes Int’l 1133（2017）;RobertHerian,RegulatingBlockchain:CriticalPerspectives inLawand
Technology79-81,93-94（2018）;AleksandraBal,Taxation,VirtualCurrencyandBlockchain,Chapter2
（2018）.渡辺智之「仮想通貨と租税」金子宏＝中里実『租税法と民法』224～225 頁（有斐閣 2018）も参照。














Jong,Taxation on the Blockchain: Opportunities and Challenges,87TaxNotesInt’l605（2017）.
 スマートコントラクトやブロックチェーンを VAT などの租税に利用することは，一定期間ごとに行われる
税務申告を不要とするだけではなく，脱税の機会を減じる可能性があることを指摘するものとして，See
Filippi&Wright,supranote（21）,at198.
 租税回避への対抗や即時の納税・徴収という観点から，See alsoOECD,Blockchain Technology and 







































告尚史編『現代行政法の構造と展開』199 頁以下（有斐閣 2016），同「課税情報の交換と人権条約」新報 123
巻 11＝12 号 333 頁以下，柴由花「非居住者・多国籍企業の情報」新報 123 巻 11＝12 号 357 頁以下，藤谷武
史「課税目的の情報交換制度のグローバル化と国内裁判所の役割」東社 69 巻１号 39 頁以下，漆さき「国際
的情報交換における納税者の権利保護」論究ジュリ 26 号 83 頁以下など参照。
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